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全所的プロジェクト研究「ガバナンスを問い直す」第 15 回セミナー 

2011 年 7 月 19 日（火） 

「日本の財政統治－成果と挑戦」 

報告 Gregory W. Noble 氏（社会科学研究所） 

司会 大沢真理氏（社会科学研究所） 

 

 司会 7 月の全所的プロジェクト研究「ガバナンスを問い直す」のセミナーを開催したいと思

います。 

 今日は社研の教授の Gregory Noble さんが「日本の財政統治－成果と挑戦」というテーマでご

報告くださいます。だいたい 1 時間程度でご報告、その後、質疑応答、ディスカッションとやっ

ていきたいと思います。よろしくお願いします。 

 Noble どうもありがとうございました。出発点についてお話ししたいと思いますが、私は本

質的には contrarian の傾向があります。皆が A、A、A と言うと、私は Z ではないかと思うよう

になります。ですから、最近、日本の財政状況が非常に厳しいと皆、言うのですが、本当かと思

います。実際問題、確かに非常に厳しい。それはしょうがない。本当に厳しいです。しかし、希

望がないというわけではないのではないかと思います。それは一種の問題意識ではないかと思い

ます。 

 しかし、否定できないのは、いま陰うつな時代ということです。政権交代や行政改革、選挙制

度の改革など、いくつかの改革があり、やっと政権交代ができましたが、やはりまだまだだめだ

という認識が非常に強いのではないかと思います。特に、つい最近の地震、津波、原発事故、復

旧復興政策については非常にがっかりした感じが多いのではないかと思います。 

 一つの例を挙げたいと思います。これは「週刊ダイヤモンド」の記事ですが、「仮設住宅建設立

ち遅れの裏に……官の論理」、これはやはりだめだという認識の一つの表れだと思います（スライ

ド 3）。 

 しかし、その次のページを読むと、県によって少し違いますが、3 カ月間以内、仮設住宅の大

半が出来上がったということを表わしています。しかし、十分ではない。まだ全部ではないとい

う意味ですから、日本人ではなく、海外から見ると 20 万人以上の避難者がいて、3 カ月間以内に

膨大な金を使って合法的に効率的に仮設住宅をつくるのは簡単なものではないです。これは官の

論理とか失敗とは全く思えません。全く国際比較の考えを持っていないのではないかと思います。 

 しかし、一般の日本人は確かに、少なくとも NHK ニュースや朝日新聞を見ると、「ああ、皆、

だめだ、だめだ」と思います。それは政府がまずいか、それとも有権者の期待が高まってきたか
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の問題にもなります。 

 こちらには書いていないのですが、20 年も前、スタンフォード大学法学部の Lawrence 

Freedman が『Total Justice』という本を出版しました。有権者の政府、社会に対する要求がど

んどん高まってきて、全く非合理的な要求あるいは期待が出てきて、法律あるいは政府に対する

要望が非常に達成されにくいというような言い方です。私は確かにそのとおりだと思います。日

本人だけではないのですが、日本は極端な例ではないかと思います。 

 とにかく、実際の状況はどうかは別として、認識としては、政府はまただめだという認識が強

いのではないかと思います。それでご存じのように自民党与党時代の 3 人の首相と、鳩山さんと

今の菅さんを含め、5 人の短命首相が続き、今は混乱の状況です。毎日の新聞報道を読むと「混

乱」「混乱」、いつ菅下ろしが成功するかわからない状況になりました。 

 それは毎日の新聞のことですが、その背景には非常に厳しい財政状況があります。ご存じのよ

うに、今の予算の半分ぐらいは国債に依存しています。国債の GDP に占める割合は今 200％を

超えています。国債の残高、非常に厳しい状況です。OECD 諸国の中でも、イタリアよりもイギ

リスよりも悪い状況に陥りました。 

 それなのに指摘したように、日本の福祉国家はまだまだ弱く、日本の低成長、貧困の普及の状

況に対応できるかどうか、疑問を持っている人もたくさんいます。 

 そうすると一般の市民、有権者から見れば、政府は膨大な金を使っていますが、やるべきこと

はできないという状況ですから、一種の民主的な失敗ではないか。これはもっと大きな、日本だ

けではなく一般的な失敗と関連しているのではないか。要するに、政治家はいつもたくさんのお

金を使うのですが、十分な税収を徴収することもできないのではないか。最近のイギリスやアイ

ルランドの例を見ると、日本、アメリカ、イギリスもそうですが、そういう証明ではないかとい

う印象が非常に強いです。 

 そういう状況は確かに厳しいです。それで特に日本の場合、少子高齢化の影響で低成長、税収

の上がらない状況が厳しいことは確かですが、最近 10 年間、15 年間ぐらいを見ると、日本の政

治体制の対応能力は普通の人が思っているよりも高いのではないかと思います。 

 一つの例として、その支出の内容を見ると、どのようにお金を使っているかというと、この 15

年ぐらい、特に最近 10 年間ぐらい、非常に顕著な変化が出てきました。もともとはいわゆる利

益誘導型の支出から、私の言い方としては契約型、公共財と少し違うのですが、契約型の支出が

増えてきました。非常に大きな変化があります。後で詳細を見ます。 

 消費税の導入についても、なかなか難しい状況ですが、政府や野党、学者、政策に関する専門

家の間では、消費税率、あるいは別の税を増税する必要があるコンセンサスがだいたい出来てき
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ました。2010 年の選挙でも民主党も自民党も 10％まで引き上げる必要があるということを明言

しましたから、将来的にはたぶん導入できるのではないかと思います。 

 今日の発表の流れですが、まずは概観と検証、empirical な部分を紹介したいと思います。他

の先進国を見て、どういう状況かを検討したい。それを踏まえて日本の状況を見たいと思います。 

 そして、その検証の部分の後は政治の決定過程について話したいと思います。他の先進国、特

にヨーロッパの場合はどのように財政の均衡を保ってきたか。特に委任（Delegation）と政党間

の協定、Partisan pact について紹介したいと思います。最近のヨーロッパの研究の成果を紹介し

たいと思います。 

 それで日本での問題を見たいと思いますが、いろいろなかなか面白いテーマがあります。特に

イデオロギーの距離についてと、ねじれ国会の影響について話したいと思います。 

 まずは具体的にどういう財政状況が、日本だけではなく先進国で発生しているか、少し紹介し

たいと思います。先ほど言ったように、一般論としては財政は一種の囚人のジレンマ（Prisoners’ 

Dilemma）ではないか。あるいは別の呼び方で言うと、Common Pool resource problem。つい

最近、ノーベル賞をもらった Elinor Ostrom の研究ですが、共通プール資源問題の一種ではない

かという考え方があります。 

 要するに支出は別々ですが、すべての金は一つのプールになり、自分のための支出が必要だけ

れども、他人は無視できると思うような傾向がありました。もしすべての支出の後には税収があ

ったら、自分で賄うことが必要だったら別ですが、そのプールの中で税収を使い、自分の支出、

あるいは自分の選挙区、自分の利益団体のために使うから、一種の囚人のジレンマに陥るのでは

ないかという言い方がたくさんあります。 

 別の側面から見れば、使う人ではなく、政治家から見れば、政治家はわざわざ一種の財政錯覚

（Fiscal illusion）をつくる動機があるのではないかと、ずっと前からイタリアの Amilcare 

Puviani が主張していました。要するに政策の本当の価値、本当の負担がわかったら、たぶん要

らないと思う有権者がある場合、では、それを隠したら、自分で政策をつくり、その業績を誇示

することができるのではないかと Puviani が懸念した。 

 その後は世代間の問題が出てきて、1986 年にノーベル賞を受賞した(James McGill) Buchanan

が主張したのは、現世代の支出、要するに政府の消費は、今の選挙権のない将来世代によって支

払われる。だから、もちろん将来の子どもたち、孫たちにその負担が転嫁される傾向があるので

はないかと主張しました。これは日本とは別に関係ない。これは一般論でしょうね。民主主義の

問題と指摘されてきたのです。 

 ギリシャの例を見ると、そのとおりではないかという印象が強いです。これを見ると、もとも



 4 

と 8％以上の GDP に対する赤字があり、少しは減ってきたのですが、その後はまたひどくなり、

最近は 14％を超えた。非常に恐ろしい数字になってしまった。では、Puviani や Buchanan が言

ったことは、確かにそのとおりではないかという印象を持っている人が多いようです。 

 しかし、同じ PIGS（ポルトガル、アイルランド、ギリシャ、スペイン）のスペインを見ると、

90 年代からずっと縮小してきた。また、黒字になった時期もあり、確かに金融危機の影響を受け

たのですが、またよくなってきた例もあります。 

 アイルランドはもっと面白い例だと思いますが、金融の問題は政府の不均衡の問題がもたらし

たかというと、とんでもない。全くそうではないです。もともとはそこそこいい状況でしたが、

金融危機に陥りました。今、かえって金融危機の影響で税収が足りない状況に陥りました。 

 韓国も少し不安定ですが、根本的には、黒字を出した年もたくさんあります。それで問題が出

てきても、2010 年、4％だけの赤字でしたし、すぐ回復できました。 

 韓国はまだまだ発展途上国と思っても、例えば完全な先進国であるオーストラリアを見ても、

90 年代はある時期は少し問題がありましたが、その後は健全な状況になりました。そして、こち

らに書いているように、来年の予測としては 1.5％の赤字だけで、その後の年はまた黒字になる

のではないかということです。 

 これは非常に面白い図だと思います（スライド 13）。下に書いているように Statistics New 

Zealand、ニュージーランドの財務省のワーキンググループがつくった図です。これを見ると、

PIGS は皆、同じような財政問題を抱えていたかというと、そうでもない。それよりも、皆、純

対外資産が負の状況にありましたから、財政状況が健全ですが、その下に少し対外的には負と、

ニュージーランドの人が心配してきたのです。要するに最近の問題は、財政赤字とは特に関係が

ないという非常に面白い証明だと思います。 

 もう少し長期的に見ると、例えばアメリカ連邦政府の財政状況を見ると、Buchanan や、特に

Puviani が予測したように、ずっと増えてきたかというとそうでもない。これを見ると、アメリ

カの歴史がすぐわかるでしょう？第 1 次世界大戦、第 2 次世界大戦、それで 70 年代から、特に

80 年代に入った石油ショック、2000 年はクリントンの 90 年台 IT ブームのときの黒字ですが、

その後は金融危機になりました。要するに、一種の必然的な財政危機よりも、外的衝撃（external 

shocks）が多かったことがわかる。 

 ヨーロッパを見ても、Puviani や Buchanan が正しかった、赤線のこういうものはないはずで

しょうね。90 年代から 2006 年まで、14 年間ぐらいはずっと（減って）きた（スライド 15）。 

 小結論として、政府の拡大がいいかどうか、welfare state の問題は別ですが、財政赤字は民主

政治の一種の必然的な産物ではないことがわかると思います。それで、こういうショックを見る
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と、確かに難しいですが、その後は適応能力があることがその図からわかると思います。 

 日本の状況はどうでしょうか。スライド 17 は OECD がつくった、比較できる資料ですが、青

の部分は OECD の平均です。高齢化が OECD 諸国の中で一番進んでいる日本でも、まだまだ低

いほうです。 

 それで、紫の点は 90 年代の平均で、オレンジのバーは 2000 年代の平均ですし、日本の場合は

ほとんど変化はないです。要するに、もともとは低いほうで、10 年ぐらいたっても、ほとんど同

じ位置です。少なくとも OECD を一種の宇宙（universe）と考えたら、日本は特にひどい例では

ないことがわかると思います。 

 根本的な問題はどこにあるか。どうしてこんなにまずい状況に陥ったかというと、それは支出

の問題よりも税収が少ないという問題です。スライド 18は非常にきれいな図で大好きです（笑）。

しかし、他方では MOF（財務省）のプロパガンダと言うしかないです。確かに propagandistic、

うそではないのですが、全てではない。 

 これは支出です。これからこれまでは非常に速いペースで増加してきたのですが、もともとは

税収よりも速いペースで、その flow を見ると、そんなに大きな問題はなかった。しかし、その後

はバブルの後でしょう？税収が減ってきた。そして、これが金融危機でしょう？これはまずい。

どうしてこんなに大きな額が出てきたか。 

 しかし、propagandistic な部分、それは MOF 所管の税だけ。例えば保険料収入を見ると、こ

のピンクの部分は増えているわけではないのですが、減少していません。しかし、国民から見れ

ば、それは払わなければならないものですから、税と似たような感じです。 

 同じように健康保険、収入が非常に速いペースではないのですが、やはり増えてきました。GDP

に対する比率は 1％ぐらい増加してきたのです。個人の負担もご存じのように、もともと何％、

10％、20％？ 

 司会 もともとは被保険者本人はゼロです。 

 Noble 今 30％でしょう？ 

 司会 そうです。 

 Noble 私が日本に来た時は 20％かな。 

 司会 かもしれない。3 割になったのが 2005 年か 2006 年です。 

 Noble いま結構あります。税ではないのですが、国民に対する負担でもあります。 

 しかし、これは日本人から見れば、「うーん、まずいね」。人口が老化していき、GDP に対する

比率が少しずつですが、ずっと増えてきたから、将来はどうするか。 

 確かに問題ですが、アメリカ人としてこれを見ると本当にびっくりします。同じように一番高
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い技術を使い、高齢化がアメリカよりも進んでいる日本は、アメリカのように医療費が非常に速

いペースで増加しているわけではない。これを見るとだいぶ違います。 

 アメリカの場合は、たぶんご存じだと思いますが、国防費や Social Security などと言っても、

根本的にアメリカの財政問題は Medicare、Medicaid、医療費です。それだけです。これを解決

できれば、他は小さい問題です。解決できないと何もできない。これが核心的な部分。 

 日本の場合はあまりそういう現象が見られない。将来どうなるかはまだわからないのですが、

少なくとも今の段階では少し不安の材料ですが、アメリカなどと比べると、意外によく抑制され

ていた。 

 それで、支出の質の変化を見ると、これは公共事業費の変化で、やはり結構減ってきました。

これは他の先進国、特に大きなアメリカ、イギリス、フランス、ドイツとの比較です。これによ

ると日本の状況は普通の国に回復してきました。たぶん今年は増えると思います。東北の問題で

一時的には結構増えると思いますが、長期的にはたぶん変わらないのではないかと思います。 

 しかし、別の立場から見ると削る余地が少しずつなくなりました。肉の脂の部分はもうだいぶ

減ってきました。 

 これは財政投融資、このグラフ （スライド 23）は、下にも少しありますから、誤解を与える

可能性がありますが、根本的には違わないです。それに代わり、いわゆる財投債は確かに増えて

きましたが、これの 4 分の 1 ぐらいしかありませんから、大きな要素になっていません。要する

に、財政投融資はだいぶ減ってきました。 

 それは去年、私が発表した論文から書いたものですが、根本的にはこういうかたちで非常には

っきりしたパターンです（スライド 24）。他の論文を私は見たことがないのですが、一つひとつ

の分野を見ると非常にはっきりしたパターンがあります。公共事業 40％カット、農業全体の予算

の中の割合は 40％ぐらい減ってきました。財政投融資が先ほど見たように非常に減少してきまし

た。 

 これは微妙なところですが、日本に対する批判の中では公務員が一種の利益団体のような存在

ではないかという批判もたくさん読みます。しかし、たぶんこちらの方は皆知っていると思いま

すが、国家公務員の対人口比を見ると、日本は決して高くないです。低いほうです。かなり低い

です。 

 給料を見ても、経済学部の井堀（利宏）先生の研究によると、地方のある職の場合は、普通の

民間よりも高い場合もありますが、特に東京、大阪に住んでいる普通の職の場合は、民間よりも

低いほうが多い。これは優遇されたとは言えないし、天下りなどはまだまだ存在していますが、

この論文を読むと証拠がありますが、根本的には天下りは少し減少しています。 
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 それと対比的には、私は Programmatic、契約型のようなものが、どうして公共財と言わない

かというと、Paul A. Samuelson の厳密な定義を利用すると、本当の public goods が実は非常に

少ないです。そうすると public goods の言い方を避け、とにかく target されたものではなく、的

を絞ったものではなく、かなり一般的なもの、それで外部の効果のあるものを programmatic 

goods と定義します。 

 そうすると、社会保障がだいぶ増えてきました。これはなかなか面白い。教育の場合は予算の

割合そのものは少し減ってきましたが、ご存じのように少子高齢化のかたちで人口に対する割合

が結構減ってきました。ですから、特に小学校、中学校の先生の 1 人当たり、教える生徒の数が

かなり減ってきました。要するに比率がよくなりました。研究開発法案などがまた増えてきまし

た。しかし、面白いのは、それはすべての契約型のものだけではないのです。国内向け。 

 しかし、海外に関するものは減少してきたのです（スライド 24 の下の部分）。要するに日本の

一般の有権者は、国内向けの支出を重視しますが、国外向けの支出はあまり重視しません。大き

な変化がありますが、それは国内向けのものに限定されています。 

 これは日本の状況です（スライド 25）。意外に質的な変化が発生したことが、この図からわか

ります。それで少し別な言い方、外交や安全保障の言いまわしを借りると、日本はもともとおか

しい国と言えた時期もありました。OECD 諸国はこのかたちで、日本はこちらです。しかし、だ

いたい小泉（純一郎）首相政権の下で、不良債権問題が解決してからは、高齢化の進展にかかわ

らず、ほとんど他の先進国と差のないようになってきました。 

 それはカナダ、イタリア、ドイツ、フランス、日本、イギリス、アメリカ。実はイギリスとア

メリカはもっとひどい状況にあります。それが総合的な部分です。 

 予算の政策決定部分に入りたいと思いますが、ヨーロッパなどの場合はどうでしょうか。最近、

樋渡（展洋）先生のおかげで一番権威的な、最近の著作を読むチャンスが出てきました。Hallerberg, 

Strauch, and Hagen、誰が誰か覚えていませんが、1 人の政治学者、1 人の経済学者と、European 

Central Bank の職員が一緒に書いた本です。OECD、パリの本部と協力して、各国の協力も得

て、インタビューなどたくさんして、なかなか重要な本ができました。これは権威的な本と見ら

れてきました。 

 彼らの主張によると、根本的には二つの対応の可能性があります。一つは分散的な、下から分

権的な組織、封建主義的な fief のような感じですが、これは失敗した国のやり方です。分散型で

はだめだという結論です。 

 しかし、集中的なやり方としては二つの可能性があります。これが面白いところです。その一

つは財務省に対する委任。しかし、どういう状況の下では財務省に容易に委任できるかというと、
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小選挙区制のある国の場合は多数党ができます。例えばイギリスの労働党や Tories の場合は、党

としては、財務省 (Treasury)に委任することができ、一種のコントロールができます。 

 しかし、ヨーロッパ大陸では多数党の場合が少なく、連立政権が多いです。そういう場合はど

うかというと、比例代表制があって連立政権ができ、それは政党の間の pact（協定・合意）が一

種のやり方。これはかなり明言したもので文献があり、非常にはっきりしたものがあります。そ

れで新しい政権が出きてから、すぐつくるものです。あるいは選挙のかたちで、我々はこういう

ものに commit することがあります。 

 これは後で聞きたいと思いますが、歴史的なことをもう一度言いたいと思います。ヨーロッパ

の場合、第 1 次、第 2 次世界大戦のときはもちろん赤字が非常に深刻でしたが、その後はだいぶ

回復しました。それで人口の少子高齢化が進み、福祉国家が非常に速いペースで成長したのに、

70 年代初めごろまでは経済成長がかなり高く、かなりいい所得分配があり、あまり大きな問題は

なかった。 

 しかし、石油ショック 2 回、1974 年と 1979 年の石油ショックが発生してから、いよいよ

stagflation に落ちたことがあり、その後の成長は前ほど速くなかったから、かなり深刻な財政赤

字状況に入りました。しかし、80 年代に入ると、石油の値段も下がり、金融危機があり、通貨政

策が非常に緊縮になり、回復しました。 

 それで 90 年代に入ると、また平島（健司）先生が専門ですが、ドイツの統一で非常に大きな

支出が必要になりました。しかし、根本的には 90 年代は先ほどの図をもう一度考えるとわかる

のですが、成長率が思ったより速いですから、財政的な状況がよくなりました。 

 それで、2001 年と 2008 年は IT、情報のブームと bust、住宅のブームと bust が発生して、ま

た問題がありましたが、先ほどの図に見られるように、2011 年でも少し回復してきている時期に

入りました。 

 要するに長期的な傾向よりも、ショックがあり、それに対応することがヨーロッパでもよく見

られます。しかし、Hallerberg, Strauch, and Hagen が強調したいのは、その大きな傾向がある

のですが、その中では結構分散があります。そうすると、民主主義全体の問題よりも個別の政治

体制の問題ではないかと、彼らは主張します。 

 特に財政が問題かどうか。一般の市民、一般の有権者は、それは本当に問題かどうかというと、

自分の考えよりもエリートの議題の設定によって感じます。もし、まあまあ何となくできると思

ったら、それがいいかどうかは別として、別に大きな政治問題にはならない。しかし、エリート

がシグナルを出し、「ああ、これはだめだ」と思ったら、急に議題に入ります。 

 アメリカを見ると、非常にはっきりした例ですが、90 年代までは回復してきた。ブッシュが大
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統領になったら急に悪化しましたが、共和党の人は何も言わなかった。全く問題がない。「戦争、

いいですよ」「また戦争、いいですよ」「減税する、まあ、いいですよ」「構わない」「構わない」

「構わない」。 

 民主党の大統領になりました。全く違う状況になりました。それはやはり共和党の問題だけで

はなく、政党のリーダー、あるいはエリート層の人が議題の設定に非常に大きな影響力を及ぼす

ことがわかると思います。 

 あとは日本の事例を見たいと思います。この後は内容よりもタイミングについての、なかなか

面白い研究があります。Mulas-Granados、スペインの研究者ですが、どういう時期で、いわゆ

る Fiscal consolidation、財政上の整理と縮小、特にどういう状況、どういうタイミングの下で持

続的にできるかについての研究をしてきた。 

 彼が指摘する有利な要素としては、内閣が団結できるかどうか。イデオロギー的な均質性、要

するに均質性が高かったら、行動ができる。選挙からの距離、近くないほうがいい。 

 それで、これがなかなか面白いポイントです。日本の状況を考えるとなかなか難しいポイント

でもあるのですが、整理・縮小をやる前に成長があれば、国民がもう少し安心で、まあ、しょう

がないと思う。しかし、今の日本の状況、あるいは今の海外の状況はかなり違う環境です。 

 これはヨーロッパの最近の研究の結果ですが、日本の事情はどうでしょうか。もちろんヨーロ

ッパと異なるところがあり、それは指摘しなければならない。地域統合の要素があまりありませ

ん。EU、Maastricht 条約、Growth and Stability Pact はどこまでの制約性があったかについて

議論がある。たぶんそんなに強くないのですが、少なくともある程度までは外国人も我々の状況

を見ていて、EU の顔色をうかがわなければならないという認識はありました。日本の場合はそ

れはありません。 

 それで、日本の場合は純貯蓄率が継続的に低下してきたのですが、まだ、経常収支がプラスで、

それは結果としては、外国人投資者の監視があまり強くありません。はっきりした正確性のある

統計はないのですが、財務省理財局の印象としては、たぶん 95％ぐらいの日本の国債は日本人が

持っていると思います。しかし、それは確認できない。例えばイギリスで、City of London で、

日本の国債を売ったら、誰が買うかわからない。たぶん日本人が買う場合が多いと考えられてい

ますが、とにかく外国人が持つ割合が非常に低い。先月か先々月、2 カ月ぐらい前、一度、理財

局の人にインタビューしたのですが、彼はもちろん財務省の職員としては財政健全化が非常に大

事な目標だと思いますが、他方では短期間だけではなく、中期的にも意外に自信を持っていまし

た。全く問題がない。とにかく他の選択肢はたくさんないですし、日本人は必ず我々の国債を買

うという自信がありました。それで、外国人投資者をどのように見るかというと、根本的には「あ
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れは敵」「あれは投機家」という認識は今でも非常に強いです。私から見れば、それは決してよく

ないと思います。外国、異なる制度からの人の監視の欠如だと思います。しかし、いいかどうか

は別として、確かにそのとおりではないかと思います。 

 そうすると、アメリカは少し違うのですが、アメリカは米ドルを確保していますから、通貨危

機を心配する必要はあまりないのです。日本の場合はドルを使わないのですが、貯蓄がたくさん

ありますから、外からの打撃を心配する必要は、少なくとも今まではありません。私から見れば、

それは外的な力を借りることができない、外圧が少ないことは決してよくないと思いますが、そ

れが事実です。 

 では、その制度としては、先ほどの Hallerberg, Strauch, and Hagen が言ったように、集権的

かどうかについて入りたいと思います。これははっきりしていません。これはアンダーラインさ

れたものですが、半比例代表制でした。 

 日本の選挙制度はもともとご存じのように、衆議院は完全な比例代表制ではないし、完全な

pluralistic system でもなかったから、少し不安なバランスが出てきました。集権的な側面もあ

りました。財務省に対する委任は確かにありました。 

 いいかどうかは別としては、シーリングもかなりよく使いました。詳細を見ると、このシーリ

ングは非常にきれいなものではない。こういう感じがあります。しかし、少なくとも皆の要求に

対しては、シーリングがありますから、それを尊重しなければならないと言えました。 

 他方では分散型の側面もありました。ご存じのように自民党の族議員、各官庁。これは皆さん

に聞きたいと思います。イギリス英語ではなかなか便利な言い方がありますが、spending 

ministry、日本語ではあまりそのように言わないですね。財務省と各官庁、財務省は官庁ではな

い感じがしますが、少しおかしいですけれども、spending ministry。とにかく各部門が各界の自

分の利益だけを考える、そういう側面もありました。私は集権的な部分が多かったと、前の段階

でもそうだったと思いますが、確かに一種のバランスがありました。 

 では、選挙改革、行政改革の結果としては、新しい経済財政諮問会議もでき、派閥も衰退しま

した。今もそうですし、政策の専門家の台頭もありました。 

 これは非常に面白い例ですが、ご存じのように与謝野（馨）さんはずっと前から、財政の健全

化について非常に関心がありました。彼は政治家としては非常に弱いです。派閥の領袖などでは

なく、彼は 3 回も敗れたことがあります。自民党の以前の論理で考えると、シニアの人ですが、

全く力がない。しかし、財政について人脈もあるし、非常に詳しいですし、決意が固いですから、

財政問題についてはずっと前からかなり重要な役割を果たしました。 

 なかなか面白いのは、樋渡さんが斉藤（淳）さんと一緒に編集された本の中の一つのチャプタ
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ーとして私が書きましたが、与謝野さんは嫌いでも、最終的には利用するしかないと思う首相が

3 度も出てきました。そして、それのドラフトを書き、だいたい終わったと思ったら、また民主

党が与謝野さんを内閣に入れたので、やはりこの argument は正しいなと感じました。これは非

常に面白い例。政治的には非常に弱い人なのに、こんなに大事な役割を果たしたことは非常に面

白いと思いました。 

 それで与謝野さんだけではなく、経済財政諮問会議でも首相など、内閣に出向した、経産省の

方もいますが、特に財務省の官僚の役割が今でも意外に大きい。 

 一番面白い例は安倍（晋三）さん。安倍さんは官僚が嫌いでした。しかし、結果としては財務

省の人に依存しなければならない状況になりました。菅（直人）さんもそうです。根本的には官

僚を疑いますし、大嫌い。しかし、しょうがない。誰を信頼すればいいかというと、比較すると

財務省の官僚しかいない。 

 しかし、それは日本の財務省が特に強いというわけではなく、先ほどの Hallerberg などの論文

でも紹介されているように、これは一種の構造的な問題です。どの国に行っても、誰かが言った

ように the guardian of the public purse、という役割を果たさなければならないのが the 

Treasury (財務省) です。日本だけではないです。 

 それで日本の「週刊ダイヤモンド」や朝日新聞や NHK を見ると、財務省は自分の利益だけを

考えているのではないかという批判がたくさんあります。特に天下りとか、自分の管轄下のもの、

そういう側面は確かにありますが、これは小さいです。これは大きなポイントで、財務省は全く

機能できないという批判は違うと思います。そういう側面があることはあるのですが、根本的に

は全体の the guardian of the treasury の役割を果たさなければならない事情は日本だけではな

く、各国もそうです。 

 それは支出の面ですが、租税はどうでしょうか。伝統的には支出よりも非常に分散的でした。

自民党政調時代、日本経済新聞社が 1983 年に発表された『自民党政調会』というなかなか有名

な本がありますが、それについて、あるいは猪口（孝）先生の本を読んでもあるのですが、税の

会議がたくさんあります。政府の会議や財務省の審議会もあり、自民党の中の政調会、税に関す

る会議がいくつかありました。 

 しかし、最終的に一番大事なのは自民党の中の税に関する会議があり、彼らが各分野からもら

った要求を一種の電話帳につくっています。こんなに厚いものがありました。非常に分散的なも

の、それは日本だけではないのですが、たぶん日本が特に顕著な例。アメリカと同じように非常

に顕著な例です。スウェーデンと非常に違う。 

 そうすると、どうすればいいか。最近、税収が全く足りないというコンセンサスがあります。
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もともとは与謝野さんが自民党の中の他の政治家と戦うことがたくさんありましたが、最終的に

は安倍さんなどもしょうがないと認識しました。統計の中では学者に聞いても政策に関与する方

に聞いても、政治家に聞いても、税、特に消費税を取り上げなければならない認識は非常に強い

と思います。2010 年、去年夏の参議院選挙でも自民党、民主党、両方とも 10％まで引き上げる

ことが必要だと主張しましたから、そういうコンセンサスがもうできた。根本的にはできたと思

います。 

 しかし、選挙が近づくと、アメリカの政治学の専門用語でいうと第三軌条、「触ると死ぬ」とい

う問題になり、今の新聞などを見ると、民主党のいわゆるヒラ議員が非常に心配するのは、具体

的に選挙が近づいてくればどうすればいいか。1988 年、当時の首相、竹下（登）さんが消費税を

導入したとき、あるいは橋本（龍太郎）さんが消費税率を 3％から 5％に引き上げたときも、そ

の直後に選挙があり、自民党が悲惨な状況に陥りました。 

 一度、前田（幸男）さんや他の人に聞きましたが、この選挙の結果は本当に税の結果かという

と、必ずしもそうでもない。なかなか言いにくいことがありますが、教訓として習ったのは、第

三軌条ということです（笑）。本当かどうかは別として、政治家と政治を観察する人は皆、「ああ、

それは絶対触れてはいけないこと」という教訓。 

 司会 英語で何と言うのですか。 

 Noble The third rail、アメリカの場合は、これは social security。Touch it, you die（笑）。

アメリカは少し違う。それは social security の支出の部分。税ではないのですが、非常に似てい

ます。 

 そうすると、日本はどうすればいいか。なかなか微妙な問題。小泉さんの場合は、とにかくま

ずは無駄な支出を削減すべきだ。その時期はたぶんある程度は正しいと思いますが、もちろん彼

にとっては非常に便利でした。「私は税を引き上げない」と言えました。 

 しかし、実際問題として年金の保険料が増えてきましたし、自己負担も増えてきましたから、

隠れて増税しましたが、少なくとも消費税を引き上げませんでした。しかし、今はしょうがない

のですから、どうすればいいか。 

 障害がたくさんあります。一つは自民党時代から残された問題として、負の遺産としては累積

国債残高が非常に多いですから、税を引き上げても、一般の人は何かもっといい政策、あるいは

新しい政策を享受することは全くできないのです。もともと存在していた累積国債残高を解決す

る。しかし、10％でも足りないのです。そうすると税をたくさん払うのですが、何もいい結果を

見られない状況に入りますから、これはつらいです。非常につらい。 

 少し関連しているのですが、例えばMargarita Estévez-Abeの本を読むとよくわかるのですが、
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自民党が前の選挙制度の影響の下で採用した非常に分割的な、particularistic な政策スタンスを

とったことの結果としては、そういうメリットを享受できない人、農民や中小企業の店主たちや

歯医者なんか以外の人は、政府に対しては非常に強い不信感をもちました。 

 SSJJ の場合は去年、ISS OUP Prize をもらった武川正吾先生が書いた論文も非常に面白い調

査の結果を掲載しました。普通は消費税を引き上げると、その結果としては貧しい人、教育の低

い人、女性が、相対的にはその利益を受けるのではないかと想像できます。しかし、調査の結果

を見ると、ちょうど反対でした。 

 それはどうしてかというと、武川先生の論文の少し弱いところで、完全な証明はないのですが、

仮説としてはたぶん税を払っても何ももらえないという認識が強いのではないかと、彼は主張し

ます。たぶんそのとおりだと思います。証明とは言えないけれども、確かにその傾向があるので

はないかと思います。とにかく”We will have to pay the tax but we won’t get the benefit”、じゃ

あ、”We won’t pay the tax” という気持ちになって、これが、まずいですが、非常に自然な帰結

になってしまうのです。 

 それで二つ目ですが、財政危機の経験の欠如。これはヨーロッパとの比較ですが、ヨーロッパ

の場合は国によって違いますが、例えばイギリスの 1965 年、フランスの 1982 年か 83 年か、社

会党政権になると、ミッテラン大統領がもともとはかなり Socialistic な政策をとろうとしたとこ

ろ、危機に陥りました。そういう経験がありますから、では、場合によっては増税しなければな

らないという認識が、ヨーロッパの国々にはあります。しかし、日本の場合はいいかどうかは別

として、そういう非常につらい経験がないですから、あまり覚悟がないという結論になります。 

 しかし、不吉の兆しがあると思います。たぶんこちらの人は皆、知っているのですが、一般の

有権者はわからないと思います。残高を見るとこういうかたち（スライド 32）。残高が山のよう

になってしまった。しかし、実際は予算を見ると、利払い費はそんなに多くないです。 

 それは特別な事情があります。それは金利がずっと減って、何年か、20 年間ぐらいずっと低く

なりました。今 1.4％ぐらい、これ以下に行く可能性はあまりないでしょう。これだけでもいい

という感じです。 

 それなのに、ついに地獄に入りました（笑）。これが非常に大事な数字だと思います。財務省あ

るいは政治家から見ると、この数字を見ると将来的には利払い費、社会保障費以外は何もできな

い。社会保障でも問題が出てくるのです。何もできない。 

 たぶん今日午後、正午、予算委員会を開きましたが、この前の教授会で見た資料を見ると、左

側には国の予算です。左側には利払い費、右側は社会保障、真ん中は everything else、すべて―

―我々（国立大学）を含めて――です。長期的に見ると、こういう感じです。最後の結果として
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は安全保障も要らない。ODA も要らない。大学も要らない。何も要らない。利払い費、社会保

障だけが残っています。それは本当に恐ろしい。 

 これは私から見れば、本当に急激な上昇ですから、これを政治から見ると、税が大嫌いな人で

も、ああ、これはしょうがないと思う人が出てくる。もう出てきたと思います。 

 議題の設定に少し触れてきましたが、そうすると政治家は一般の有権者を教育する必要があり

ます。今まではあまりないのですが、これからは出てくるのではないかと思います。その必要性

について、与謝野さんは一生懸命やっていますが、彼は Natural Politician とは言えない。彼は

一番いい例ではないと思いますが、首相や誰かが国民に説明しなければならない時期に入りまし

た。 

 次の課題ですが、ねじれ国会。ちょっと見ると、これが厳しいなと皆、思います。私もそう思

いますが、これはなかなか微妙な状況です。実は Westminster System で二院制の国はかなり少

ない。特に力のある参議院が少ないです。 

 アメリカを見ると、大統領制としては日本の事情と少し違いますが、少なくともアメリカの例

を見ると、Yale 大学の David R. Mayhew が 20 年も前から gridlock （行き詰まり）を否定し

てきました。問題はあるのですが、解決する方法もあるし、同じ政党が White House、Senate、

House of Representatives を占領しても、問題がないわけではない。党内の紛争もある可能性も

ありますから、gridlock そのもの、あるいは divided government そのものは行き詰まりになる

とは一概には言えないのです。 

 しかし、つい最近の国債の発行限度をめぐる闘争を見ると、どうかなという感じもします。少

し別の角度から見ると、最近 10 年間ぐらい非常にはやってきた拒否権プレーヤー、George 

Tsebelis が提唱した概念ですが、意外に数を重視する。プレーヤーが多ければ安定ですが、あま

り革新ができないという結論です。ですが、Tsebelis の本を読むと、実は数よりも距離が大事で

す。二つのプレーヤーしかいない場合は意見が一致したら、もちろん問題はないのですが、意見

が非常に違う場合は二つのプレーヤーしかいない場合でも合意ができない。100 プレーヤーがい

ても、皆、同じ意見を持ったら問題にならない。数よりもイデオロギー的な、あるいは政策上の

距離、これが大事なポイントです。 

 そうすると、アメリカの問題は divided government よりも、政治的な二極化。これについて

は樋渡先生と結構議論してきたのですが、論文がたくさんあります。特に、つい最近の状況を見

るとすぐわかると思います。 

 民主党がもっと liberal になりつつある。これは上の真ん中の部分です（スライド 34）。26％か

ら 41％。Conservative は半分になってしまった。もともと、例えばこの時期、1990 年代までは
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Moderate、Liberal、Conservative、が結構交ざっていました。今の民主党を見ると、Moderate、

Liberal、その二つはまだ残っていますが、Conservative はほとんどなくなりました。これは支

持者です。 

 共和党を見ると、特につい最近、これはまあまあですが、ブッシュ以来、（liberal が）ずっと

減ってきました。これも 4 分の 1 しか残っていない。Moderate さえ 3 分の 1 は流出したのです。

そうすると、本当に保守的な人は Moderate の人の 2 倍以上になりました。 

 もっと厄介なのは、誰が必ず投票しなければならないと思う人かというと、Very Conservative 

or Very Liberal、特には Very Conservative。Very Conservative が 79％、Moderate、Liberal

が 50％だけ。 

 共和党の政治家から見れば、やはり一つの道しか残っていないです: 保守、保守の上の保守。

それでもっと保守。同じ傾向は民主党にもあるのですが、そんなに強くありません。しかし、あ

る程度まであります。 

 非常に面白いのは次です。OK、妥協が民主主義政治では非常に大事ではないか。民主党を支

持する人の場合は、とにかく Compromise to get things done。もし必要があれば、譲歩が必要

だと思う人がまだまだ 3 分の 2 以上です。しかし、保守の場合はやはり Stick to his or her 

principles、原則が大事だ（笑）。 

 司会 no matter what。 

 Noble Yes、no matter what（笑）。それで、これは民主党を支持する人から見れば、一番悲

惨なのは、「じゃあ、我々は譲歩します。君は譲歩しない」。Oh great！（拍手）、確かにこの結

果になりました。 

 アメリカの社会の中ではどこまで二極化したかについて、非常に議論が活発になっています。

エリートレベル、政党のレベルと有権者のレベルの違いもありますし、右と左の違いもあります。

たぶん議題によって違います。abortion（人工妊娠中絶）などを見ると、40 年来、ほとんど変化

はありません。他の議題も有権者の中では必ず変化したわけではない。 

 しかし、二つの現象があります。一つはいわゆる sorting。例えば、先ほどこういう人はもと

もとは民主党を支持したのですが、Conservative、たぶん南部の人だと思います。今、こういう

人は共和党のほうに行ってしまった。sorting、もっとはっきりした sorting。これは非常に複雑

な歴史的な背景がありますが、sorting の効果があります。 

 あと一つは、これは私の推測だけですが、たぶん一般の議題と違い、政府の経済市場における

役割についての二極化が特に強いのではないかと推測しています。一般論ではないと思います。

しかし、少なくとも今の状況では財政赤字をどうすればいいかという問題では、確かに結構二極
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化してきたのです。 

 では、日本の場合はどうですか。ご存じのように朝日・東大調査などでは、そのイデオロギー

的な距離は特に大きくありません。子ども手当などを見ると、イデオロギーの問題よりも公約政

治の政治問題だと思います。 

 特に民主党が中間点に近づいていました。これはたぶん自民党が小さくなり、もともと中間点

に一番近い人が落選して、残っているのは保守的な人ではないかと思います。これは普通の普遍

的な現象です。特に自民党のおかしいところではないと思います。しかし、結果としては中間点

に一番近いのはかえって民主党です。自民党は少なくともとりあえず、少し極端な方向に行って

しまった。 

 日本の政党は原則のない政党ばかりではないかと、非常に不安を感じている人が多いのですが、

妥協を達成するためにはかえって有利ではないかと思います。そういういい点があるのですが、

問題は武川先生の論文のようにわかるのですけれども、無党派層の増加で信頼できる政党があま

りないという状況に陥りました。 

 普通の都市に住んで、例えばコンビニに勤めている人の場合は、どの政党を支持するかという

と、どちらも支持しません。それでスウェーデンの SAP、社会党と違い、あるいはイギリスの

Tories、保守党と違い、とにかく我々の代表、我々の利益を代表する政党があるという感じでは

なく、誰も代表していません。 

 そうすると、こういう人はどのように納得するか。例えば、なかなか面白いですが、イギリス

の最近の例を見ると、非常に厳しい財政状況を解決するためには Tory が VAT tax、消費税をも

ともとの 15％から 20％に一気に引き上げました。もちろん Tory の支持者はうれしいわけではな

いです。しかし、我々の党はしょうがないと思って、政治主導を発揮して、受け入れるしかない

状況になりました。加えて、スウェーデンの場合は、もし SAP が必要といったら、たぶん好き

ではない政策でも有権者が受け入れる。 

 しかし、日本の場合は誰が説得できるか。たぶん無党派層の場合は誰も説得できないのではな

いかという心配があります。民主党の場合は労働組合と関係があるはずですが、あまり深い関係

ではないですし、連合も弱くなりましたから、連合はどこまで一般の都市に住んでいる人を代表

できるか、かなり疑問があるのではないかと思います。それが説得の問題です。 

 これはイデオロギーの位置。これを見ると、子ども手当については自民党と民主党は全く違う

位置にある。しかし、これは非常にわかりやすい。この政策がいいかどうかは別として、これが

民主党の看板政策としては自民党は必ず反対します。それで、どこかにある高速道路も同じです。

いいかどうかは別にして、それは政治性のある議題です。 
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 しかし、これを見ると 5 年以内の消費税率引き上げはやむを得ないという主張については、意

外に接近しています。これはなかなか面白い結果だと思います。 

 他の要素では、イデオロギーの距離をもっと縮める可能性があります。市町村合併で、これは

斉藤先生の専門領域ですが、これによって伝統的な自民党の支持者の影響力が減ってきました。

それで地方の選挙と国の選挙の間の距離が、ある程度まで縮まってきたわけです。 

 それに参議院の定数是正が要求され、すぐではないと思いますが、2～3 年の間にできれば、そ

れはまたもっと近づく傾向があります。 

 非常に面白いのは選挙の頻度の問題です。Mulas-Granados はこれを強調しますが、一つの例

を最後に取り上げたいと思います。個人的な関係もあります。96 年から 2001 年、オーストラリ

アに住んでいましたから、ちょうどこのころ、GST (goods and services tax--VAT tax に近い)に

ついての議論がありました。非常によく覚えています。 

 これは VAT への道（スライド 42）。ヨーロッパの例ではなくてオーストラリアの例ですが、

Mulas-Granados の主張と全く合致しています。要するに、もともとは労働党が与党のときに提

起したのですが、それは反対があり放棄したのです。それでまた、野党の Coalition というのは

Liberal Party and National Party、我々から見れば保守党のほうですが、彼らが提起したら、や

はり反発がありました。それで次の選挙では負けた。まずいと思われました。 

 そうすると、Liberal Party の党首の John Howard は「我々は絶対やらない」と宣言しまし

た。”Liberal party will never do this. Never, never, never, never, never.”それで大勝利しました。

これは労働党の得票の割合ですから、Coalition の割合が非常に増えてきました。 

 1996 年、私がある職に応募し、その新しい仕事（のオファー）を受けて、Sydney Airport で

新聞を開くと、”John Howard wins resounding victory”、それが初めてのオーストラリアでの経

験でした。 

 そうすると、「絶対やらない」。そうすると、あと 2 年で経済成長率がかなり高い、一番高い時

期でした。じゃあ、やる。議席は確か少し減りましたが、まだ多数を保って（税を）導入しまし

た。これは 99 年 6 月、その次の 7 月に入って導入したのです。成長率は少し減りましたが、ま

だまだ健全で、これと次の選挙の間の期間は 2 年半。それで Labor、労働党は絶対 GST を撤廃

しようとしましたが、敗れました。 

 次の選挙では GST は “no longer a significant political issue”。No GST 党が出てきましたが

合わせて 7000 人ぐらいの票しか得られませんでした。GST は、やはり大事な議題にはなりませ

んでした。その次の選挙では Labor はまた勝利した。結構順調に勝ちましたが、GST について

は何も言わない。今は政治的な問題では全くないです。 
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 全く Mulas-Granados の書いたとおりだ。高い成長率のときには、まだまだ結構時間があると

きは導入しようという結果になりました。 

 では、日本はどうでしょうか。日本はご存じのように選挙が多すぎる。解決方法は、憲法改正

などは難しいか、不可能ですから、何が可能か。一つは党内の選挙をやめること。それは可能で

すし、たぶん実現すると思います。最近、1～2 週間ぐらい前に民主党の場合は廃止するのではな

いかという新聞記事も出てきました。統一地方選挙もタイミングが変更できるかもしれません。 

 それで、オーストラリアはなかなか日本と似ているところがあります。Senate と House of  

Representatives があり、6 年間の term で、3 年で半分の人を再選する。これは日本と非常に似

ているのですが、日本と違い、ほとんどいつも、実際問題としていつも同日選挙です。そうする

と戦術方法が違うのですが、時期が同じで、もう少し近づけることができる。 

 それは日本の場合、できる。例えば 1986 年の中曽根さんの同日選挙、あるいは小泉さん。 

 ちょっと忘れてしまった点が有ります：オーストラリアの場合は二つの点が提示する価値があ

ると思います。 一つは スライド 43 に書いているように、”ALL GST revenue goes to the 

states & territories”、これは非常に大事な要素になります。要するに、すべての地方の政治家は

「あ、支持する。大支持する。イェー、我々は衆議員になります」。二つめの点ですが，オースト

ラリアでは先ほど言ったように、ほとんどいつも同日選挙になります。 

 では、結論を出します。日本の財政状況は確かに厳しい。それは全く否定できない。しかし、

政治制度はメディアが宣伝するほど制御不能に陥っているわけではないと主張します。支出の質

的な変遷、「コンクリートから人へ」は民主党の言い方ですが、実際問題は小泉さんから今までも、

そういう傾向が確かにあります。間違いないです。 

 それで、少子高齢化の下で支出の総合的な抑制の努力はあまり褒められていませんが、実は結

構強いと思います。増税の必要性についても、コンセンサスが形成されつつある。 

 方法としては、たぶんある程度までは delegation と partisan pact の間の混合が必要ではない

かと思います。 

 一番面白いのはタイミングの問題で、どのようにやるか。しかし、最終的には、これを見ると、

いつまでも待つことはだめです。できない。消費税は必ず取り上げることになってしまうと思い

ます。それでは日本の財政問題がすべて解決できるわけではないのです。全くそうではないので

すが、少なくとも、「ああ、我々の政府は全く無能」という感じは、ある程度は解消できるのでは

ないかと望んでいます。 

  

質疑応答 
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司会 どうもありがとうございました。たいへん興味深い報告をいただきました。皆さんからの

質問や意見をいただく前に、少し訳語の問題といいますか、概念の問題で解決しておいたほうが

いいかと思います。 

 利益誘導型から公約型とおっしゃっていて、それの英語版がスライドで言うと、「財政投融資も

減少傾向」の次です（スライド 24）。利益誘導型の英語のほうは particularism や、particularistic 

spending です。これは Margarita Estevez-Abe のタームと同じだと思うのですが、公約型とお

っしゃっているのが、Programmatic。それを公約型と訳すことに、私は少し違和感がないわけ

ではない。 

 Public goods ではない。Quasi Public と言ってもいいのだけれどもというのを、例えば

Universalistic というような言葉はあり得ます。しかし、この Programmatic というのを公約型

と訳されてしまうと、多くの人が違和感があるのではないかと思います。その説明、つまり

Universalistic ではないし、Quasi Public goods でもなく、Programmatic ということの意味を

もう少し説明いただけると。 

 Noble 論文にありますが、根本的には対照的で、一つひとつを見るとはっきりした基準がな

い場合もあります。しかし、全体を見ると、はっきりわかると思います。要するに particularistic

と違い、的を絞った感じはありません。地理的にある選挙区、あるいはある利益団体のためでは

ない。それが一つ。 

 あと一つは、こういう利益誘導型のタームは「君のためにつくりますよ」とアピールするんで

す。しかし、契約の場合は国民のため、国のためというアピールも大きいです。的を絞ったもの

と、大きいものという比較。 

 準公共財という言い方もします。しかし、実は純粋な公共財は非常に少ないです。問題点が多

いと思います。それは Samuelson のもともとの定義にも問題があったと思います。 

 Programatic の方が外部効果も大きいです。しかし、なかなか厄介な場合もあります。例えば

Research and Development、正直に言えば、東大から見れば Research and Development の予

算が増えてくると、ある程度までは我々にとっては particularistic、我々にとっては有利、それ

は否定できないです。 

 しかし、externality も結構大きい。こちらの場合はほとんどすべて externality、universalistic、

あるいは外部効果が大きい。これは想像ではないです。 

 司会 もう一つは、2 枚目のスライドの「陰鬱な時代」というところに、「政治家は支出が大好

き」というのが出てきます。この「支出」というのも、fiscal expenditure と tax expenditure は
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分けて考えたほうがよく、日本やアメリカの政治家は tax expenditure が好きです。 

 Noble 好きです、はい。 

 司会 その辺の区別はどのようにお考えでしょうか。 

 Noble 確かにそのとおりです。国によって、アメリカと日本は確かに tax expenditure が、

たぶん日本よりはアメリカのほうがもっと大事ですね。それが非常に大事な要素だと思います。

もともと私もそのように考えました。tax expenditure を入れるかどうか考えましたが、入れて

もいいのではないかと思います。 

 しかし、tax expenditure は税収を減少する要素です。増税するのは嫌い。逆に言えば、使う

のが好き。税収を増やすのが嫌いという意味でした。 

 司会 日本の場合には必要な増税ができなかっただけではなく、99 年から 2003 年ぐらいにか

けて減税してしまっているんですよね。それも他の国には、ブッシュの減税というのはありまし

たが、ヨーロッパの国などには全然考えられない。 

 Noble 厳密な研究はしていませんが、私の知っている限り、social insurance の部分は少し複

雑になりますが、税収が 20 年間以上、3 分の 1 まで減る例は先進国の中では日本以外にはないで

しょう。見たことがない。似ているのもない。全く”What?”というぐらいの感じです。 

 司会 司会のほうで整理をさせていただくのに少し時間を取りましたが、あとは皆さんでご自

由に。 

 ○ 今日の報告を伺って、最近考えておられることがよくわかり、非常に興味深い報告だった

と思います。二つだけ、内容の確認です。 

 一つは Hallerberg, Strauch, and Hagen ですか。スライドの「予算の政策決定過程」という

26 枚目のスライドの論文の趣旨は、一般的には予算の過程は下からの積み上げ方式だけれども、

恐らく財政赤字などをコントロールするのに適した上からの、ある程度集権的な予算のプロセス

にするにはそういう条件があると、そういう趣旨ですか。それとも、単に分類しただけなのか。 

 Noble 両方です。一方は分類して、結果としてはこれです。しかし、面白いのはどうしてあ

る国は委任、ある国は partisan pacts、結果としては逆に戻ったら、ああ、やはり、小選挙区の

国の場合は、これ（財務省への委任）が可能です。PR を利用する国の場合は、それはなかなか。 

 例えば党 A と党 B が一緒の場合は、財務省が党 A の代表だったら、党 B は信頼できない。委

任だけでは無理。そうすると、我々、A と B として同等の立場で、こういう協定、合意に達し、

それを尊重する。 

 しかし、大きな一つの党「単独多数党」、Labor、Tories の場合は、党が財務省をコントロール

して、じゃあ、委任します。こういう結果。 
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 ○ 要するに小選挙区制の場合か、あるいは比例代表制の場合でも、党派、政党間に pact が成

立すれば、集権的な予算編成が可能になるという、そういう趣旨ですか。 

 予算をしっかりうまく組むには小選挙区制の場合か、あるいは比例代表制でも連立政権であっ

ても、政党間に pact が成立すれば可能であると、そういう趣旨ですか。 

 Noble minority government の場合？ 

 ○ マイノリティかどうかわからないけれども、要するにそれは選挙制度によって決定されて

いるわけではないという。 

 Noble いや、彼らは選挙制度が決定的な影響を及ぼしていると言っています。 

 ○○ この Hallerberg, Strauch, and Hagen の研究はもともと、ヨーロッパでなぜ財政赤字が

削減できたかということが、たぶんパズルです（笑）。それで、言いたいことは、そもそも比例代

表制で連立政権だと war of attrition が起こって、財政再建ができないとかいう、いろいろな理

論があり、それに対し、どんな選挙制度でも一応、財政再建はできる。 

 なぜできるかというと、小選挙区のように、つまり単独政権ができ、単独多数派政権ができた

場合には、歳出削減の責めを負いたくなかったら、財務省に委任すればいい。厳密には大蔵大臣

に委任すればよろしい。 

 問題なのは比例代表制で連立政権の場合には、皆、嫌がるからできないだろう。そうではない

んだよ、財政再建法というのはヨーロッパでつくられていますというのが、この人たちの一連の

研究です。 

 Noble 日本の研究者の問題としては、彼らが強調するのは二つの、典型的なケースです。し

かし、日本の場合は、例えば今の日本ではオーストラリアの Labor party のように半分以上の議

席を持っているわけではないし、大陸ヨーロッパのような長期的に連立政権というわけではない。 

 一つの大きな政党と一つ二つの小さい政党のある場合は、どういうことになってしまうか。そ

れについては残念ながら、あまり研究されていません。ケースが少ないと思いますが、それは私

にとっては残念だと思いました。 

 ○ わかりました。もう一つはスライドの 41 ですか。最後から 4 枚目の「他の要素」という

ところで、よくわからなかったのですが、「イデオロギーの距離をもっと縮める」「市町村合併」

「参議院 定数是正」とあります。これは報告の中ではどういう位置づけですか。 

 Noble これ（スライド 39）を見てください。これは自民党です。これは候補者のアンケート、

これは支持者のアンケートではないのですが、だいたい一致しています。要するに、自民党の支

持者は極端な人が多いです。そのコンセンサスから離れている位置にあります。そちらの、私の

言葉で言うと、伝統的な日本の自民党。伝統的な自民党の支持者の影響力が減ると、コンセンサ
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スがもっと楽になることになります。 

 ○ そうすると、先ほどの市町村合併と参議院についてはどういう。 

 Noble 両方とも、伝統的な自民党の力を弱める要素です。 

 それで、参議院での定数是正問題について、一度前田（幸男）さんにうかがいました。彼によ

ると、定数を是正すれば、伝統的な自民党の支持者の影響力が減ると言いました。 

 ○○ Noble さんとは○さんと同じでしょっちゅうしゃべっているので、いわゆる八百長的な

質問になってしまいます（笑）。Noble さんの発表は、いつも思うのだけれども、悪く言うと、too 

many notes、つまり変数が多すぎる。それはなぜまずいかという話で、つまり財政再建問題、財

政赤字問題がある種、経済的なショックがあって悪化する。それ自体はデモクラシーに対する挑

戦ではないのですが、そこからちゃんとはい上がれるかというのが、デモクラシーがどれだけ

governable であるかということの一つ大きな課題だと思います。 

 そう考えると、財政赤字をデモクラシーがつくりやすいという議論が問題ではなく、デモクラ

シーはどれだけ財政赤字からはい上がれるかということが問題だと思います。そう考えると、今

度は Noble さんの説明の一つの柱になっているいろいろな制度というのは、変数としては普遍な

わけです。コンスタントにあるわけです。そうすると、コンスタントな変数で財政再建が可能か

どうか、成功したか失敗したかという variable を説明するというのは、少し無理があるような気

がします。 

 Noble これはよく整理した考えではないのですが、一つのアイデアとして提案します。

Permanent income hypothesis と似ているのではないか。要するにどこまで消費するかにより、

Milton Friedman によると、それは今の収入だけではなく、長期的にはどういう収入が期待でき

るかによって決められます。将来、所得が増えると思ったら、では、もう少し楽にできる。将来

的にはどうかと心配する人は抑えます。Permanent income hypothesis。 

 ショックがあると、将来の所得はどこに行くかについて調整します。私から見れば、変化を説

明できるから、私が強調したいのは適応能力。状況が変わると適応します。何と言いますか、ロ

シアのおもちゃですが、もともとの位置まで回復できる。 

 要するに回復します。そうすると、ヨーロッパの国々の場合はどれぐらいの税収が要るか。そ

れはある種の長期的な考えを持てれば、あまり問題がありませんが、ショックがありました。で

は、調整しなければならない。それは少し時間がかかるのですが、回復します。 

 ○○ そうだとすると、そもそも先ほど質問が出た、例えば Hagen とかそういう人たちの研

究は、要はいろいろな制度があり、従来は特定の制度のほうが財政赤字は大きくなりやすいとか、

どういう選挙制度はそうだとか、どういう制度はそうだという話になっていた。それに対し、「い
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や、そうではないんだよ」という話になるわけですよね。 

 何らかのかたちで、ある種、政治的な意思があれば、それはガバナンスして乗り越えられるん

だよという話になってくる。そうすると、制度というのは、違いを説明する際に、そんな大事で

はなくなってしまうわけです。 

 Noble pact がもっと大事だ。 

 ○○ pact があることが大事だけれども、pact があるということは制度ではないわけです。そ

う考えると、やはり politics が大事でしょう。 

 そこで質問で、質問は三つあるのですが、一つは politics がある場合においても、だいたい先

進諸国は財政再建するときに歳出のほうが削りやすいんですよね。歳出の削減は比較的、どの国

もある程度やっている。収入、税収の増加は、revenue そのものをうんと増やすことは、イタリ

アのように国営企業を全部売ってしまうとかというのでなかったら、かなり難しいと思います。

それはなぜですかというのが質問の第 1 点。そうではないと言ったら、そうでないで構わない。 

 もう一つは説明の後半で非常に大事になってきて、なぜ大事なのかというのは私はわかってい

るのですが、party polarization の話があるわけです。party polarization の議論で、たぶん私と

Noble さんで立場が違うと思うのだけれども、party polarization がそんなに大ごとではないよ

ということを言う人にとって一番大事なのは、electorate がどんなに polarize していても、結果

は majoritarian である。それが制度の役割なんだよという話になってくるわけですよね。 

 そうすると、どれだけpolarizeしているかということが財政再建にとって本当に大事だろうか。

その説明を言うのがどれだけ大事だろうか。もしある程度 polarize されていても、結果が

majoritarian であれば、では、その majority である median voter ないしは median legislator

がどれだけ財政再建を欲するかということが大事ではないだろうか。それが二つ目の点になるわ

けです。 

 最後の点は、そうすると要は何が説明されることが大事かというと、median voter ないしは

median legislator が、なぜある時期は財政には関心がないとか、財政赤字自体については全く関

心がないのに、ある時期にとっては財政赤字は大事であると考えるのはなぜか。恐らく今のアメ

リカだって、median legislator はどっちにしても財政赤字は増やしてはまずいという話になって

いるわけです。恐らく日本以上になっている。 

 私は知っているのですが、そうすると何がそうした median legislator の動きを規定するのか。

つまり、status quo ではだめだよという。それがもしかしたらある種のショックかもしれない。

そうすると、日本はショックがない国だと思うのですが、ショックがない場合においては、もし

かしたら median legislator、ないしは median voter がいくら「日本の財政は大変だ、つぶれる」
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と言っても、切迫感がないのかもしれない。いずれにしても、何らかのかたちでなぜ median voter

が、それをある程度反映する median legislator が、立場が動くのだろうかというのが、最後の

点になります。 

 そう考えると、日本の場合においても、確かに自民党の負の遺産があるとかという話だけれど

も、自民党の一党支配においては、自民党議員は必ず median legislator に入っているわけです。

あるいは、median の人は必ず自民党議員なわけです。もしそうすると、自民党が多数派を取り

たかったら、あるいは維持したかったら、経済が悪いと言えない。経済が悪いと言わなければい

けないのならば、いっそのこと、かなり無責任なことをやってもいいわけですよね。 

 それに対し、もし野党が本当に median を取る可能性がないのであれば、野党はいくらでもそ

れをあおっていいわけです。実際に日本の財政赤字が一番悪化したのは、小渕のときです。これ

はもちろん銀行危機があり、あのときに企業減税をやるにしても、財政支出にしても、多数は、

衆議院はねじれていたのだから、ねじれていたのにやったわけです。だから、ねじれていたこと

が、かえって無責任なことを助長してしまっている。そうすると政党の競争問題、polarization

ではなく、政党の競争条件が日本の財政赤字の悪化にどういう影響を与えているのか。どうお考

えですかというのが最後です。 

 Noble これはなかなか話が長くなると思います。しかし、簡潔に答えるとすれば、一つは税

と支出、tax expenditure もある可能性もありますが、その二つをどのように対処するか。これ

はなかなか難しいですが、根本的には正式な名前は忘れましたけれども、とにかくもうもらった

ものを放棄するのはもらわないよりもつらい。2 倍ぐらいつらいという心理学的な結果がありま

す。確かに常識だけではなく、科学的な根拠もありますから、それも一つではないかと思います。 

 それで 2 番目の質問ですが、たぶん私と○○さんが全く異なるのではないのですが、重点を少

し別のところに置くのは、私から見れば均衡よりも不安定に。経済学者はいつも「均衡、均衡」

と言うのですが、これを見ると政治学はやはり均衡がない状況。いつも外的な衝撃があり、いつ

も対応していますから、均衡よりも対応を重視します。それが一つ。 

 あと一つは、もちろん median voter と median legislator が大事ですが、ご存じのように多数

的な空間では median が必ず存在するわけではない。これはなかなか複雑ですし、私はたぶん○

○さんよりも政党の役割を重視します。両方大事ですが、政党なし、一つの線の中で median は

どこにあるかよりも、異なるチームの部分を○○さんと比べると強調する。 

 それはたぶん異なるところがそちらにあるのですが、3 番目を大ざっぱに言えば、結論として

は制度が非常に大事です。競争が非常に大事です。外的なショックがもちろん大事ですし、どの

ように対応するかが大事ですが、どうもイデオロギー的な時代の流れの感じもある程度まである
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のではないかと、否定できません。 

 それはなかなか説明しにくいと思います。私も不思議だと思います。私は○○さんよりも、ア

メリカで言うと民主党支持者でしたが、ずっと前から財政問題について関心がありますから、ず

っと前はどうして皆、財政の問題に関心がないか。財政赤字が確かに大きな問題と私は思いまし

た。しかし、民主党でも共和党でも誰も関心がなかった。 

 では、2000 年代に入ると、ブッシュ政権のときに私は非常に心配しました。しかし、共和党は

全く無視していたのです。それが急に”Oh no, Oh no!  We have a problem”と認識したことは、

私は本当に反発を感じます。しかし、それはイデオロギーや外的なショックや時代の流れの問題

もありますから、ある程度まではしょうがないかと思う。それは議題設定の問題だと思います。 

 それで先ほど言ったように polarization と言っても、二極化と言っても、それはすべての議題

はなく、結構限定されている議題で、関心のある議題に入ると、それは二極化する可能性が十分

あります。十分な答えではないのですが、とりあえずそれにします。 

 ○ 最後の結論のところで、増税の必要性に関するコンセンサスの形成が重要だと、Noble さ

んはおっしゃって、そのとおりだと思います。しかし、この場合のコンセンサスというのは、政

党間のコンセンサスということもあると思うのですが、最終的には有権者がその政策を支持する

かどうかですね。途中で何度もおっしゃったのですが、日本では政治システム、あるいは政党に

対する信頼が非常に低いということです。 

 ちょうど同じ論点が、前にここで慶應大学の井手先生が報告してくださったときにも出ました。

そういったときに、確かに増税によって負担が増えるのだけれども、その増税が何らかのかたち

で自分たちに返ってくるという信頼感を、有権者に持ってもらう必要がある。そのためにはユニ

バーサルサービス、サービスをユニバーサル化していくことにより、いずれ自分たちも受益がで

きるのではないか。こういう感覚、あるいは社会的な信頼を持ってもらえるような政策が重要だ

という道筋をおっしゃっていました。 

 そのときに確か、例に挙げていたのはスウェーデン型だったと思うのですが、そういう考え方

は日本での可能性について、Noble さんはどう思われますか。 

 Noble 民主党もそのような考えだと思います。それで子ども手当や高速道路の費用を減らす

考えがあり、それは先ほどの大沢先生の質問と似ているのですが、用語の問題です。ばらまきと

言われていましたが、ばらまきはちょっと考えると、かなり複雑な概念です。どういうことがば

らまきか。なかなか言いにくいのですが、私から見れば、民主党は「将来的には君の税率を引き

上げるよ」。しかし、少なくとも甘いものをちょっとだけでも与えるという意味ではないか。 

 しかし、確かに高いし、効率性があるかどうか。それで民主党がそれやろうとしたからこそ、
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自民党は反対します。要するにそういう考え方がないわけではないのですが、こういう非常に厳

しい状況の中ではなかなかやりにくい。 

 ○ その問題ですが、子ども手当の問題も結局、民主党政権も貫徹できなくて、いろいろな条

件で難しくなってきている。つまり、サービスのユニバーサル化を図ることにより、有権者なり

の社会の政治システムに対する信頼を引き上げていき、それを増税につなげる。こういうシナリ

オは日本では可能かどうかということです。 

 Noble これも自民党長期政権の負の遺産の一つだと思います。累積残高があるからこそ、ユ

ニバーサルな政策のコストが高い。ユニバーサルの政策はいつも高いです。そうすると、means 

test、日本語では何と言う？ 

 司会 資力調査。 

 Noble 資力調査をやる必要があると必ず出てきます。そうすると、universality を失います。

ヨーロッパでは難しいですが、日本はこういう厳しい財政状況の中では確かにそのとおりです。

確かに高いです。では、どうすればいいか。 

 ○ それはわかりました。 

 最後に質問ですが、そういった道筋やシナリオが難しいとすると、どうやってこのコンセンサ

スの形成が図られるのだろうか。 

 Noble これが大事だと思います。他に選択肢はない。これが続くと本当にだめになります。

誰でもわかります。 

 ○○ 本来、Noble さんに質問しなければいけないのに、○さんに質問していいですか。今の

議論が全くよく理解できなかったので、せっかく始まったので教えていただきたいのですが、ユ

ニバーサルサービス化によって増税もという発想は、そもそもどういうものでしょうか。今まで

の支出がそのように見える格好になっていなかったので、今までの支出をそれに置き換えるとい

うことで、皆が見えるようにしろということでしょうか。 

 それとも、子ども手当の場合にはある種、扶養控除などを整理して増税という側面とで、支出

を単純に増やすということだけではなかったような気がします。要するにそういうことですが、

そういうことを言っているのか。あるいは、今までユニバーサルのサービスの部分がなかったら、

新たに支出を増やし、これで納得してもらってから増税しろと、そういうことを言っているのか。

どちらですか。 

 ○ 要するに Noble さんの話で言うと、支出が Particularistic だったのに対し、そのサービス

の対象がより普遍的なものになることにより、とりわけ中間層が自分たちの税支出が増えること

について、納得しやすいような状況をつくる。そういうことだと思います。 
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 つまり、ここで問題になっているのは、増税が必要であることについても、社会的な信頼が少

ない状況をどう是正するかといったときに、その支出が増えることがいずれ自分たちも受益の可

能性があるという、そういう社会的な意識をつくれるような支出の構成に変えていく。支出をユ

ニバーサルなものにしていく。そういう提案がなされたということを私は聞いてみた。それで答

えになっていますか。 

 ○○ つまり、Noble さんの最初のところでは、支出の切り詰めはかなりの程度進めてきたの

で、小泉政権以来、支出を減らすことについてはかなり進んできたのだということを説明いただ

いたと、私は理解したのです。 

 Noble 抑制をかけようとしてきました。 

 ○○ したがって、そこのところは、本当に限界かどうかはわからないのだけれども、かなり

限界に近づいていて、歳入を増やすことをしないと対応できないのではないかということをおっ

しゃったのだと、私は理解した。そうすると、もう支出の部分は十分に減っている。しかし、税

収が全然足りないので、これを何とかしなければいけない。だから、増税だという話をしている

のであり、今のよりももっと支出を増やしましょうということで、増税を議論しているのではな

いわけですよね。 

 ○ わかりました。だから、支出は増やさなくてもいいわけです。支出が一定であったとして

も、どういうかたちで支出をするかというやり方を変えるという、そういうことですね。 

 ○○ それで具体的に言うと、実感できるようなものにするために、何を減らすのですか。つ

まり、支出は増やさないんですよね。歳出を変えるんですよね。ユニバーサルに納得できるよう

な支出をしてくれと言っているわけですよね。何か削るんですよね。それは具体的に言うと、ど

んなものを削ってということですか。 

 ○ いや、私は Noble さんにそれを質問していたつもりですから（笑）。 

 Noble ヨーロッパの例を見ても、アメリカの例を見ても、やはり強い一種の連立、coalition

をつくるのが大事です。一つの例を挙げると、最近、財政状況が非常に厳しいですから、家を買

うときに借りたローンをどうすればいいか。今の財政上の非常に重要な点としては、控除できま

す。 

 しかし、それで本当に良いかどうか、議論が活発化しています。その受益者を見ると、実はか

なり高所得の人が半分以上です。そうすると、効率もよくないし、社会的な平等の面から見ても、

あまり望ましくないのではないかと主張する人が多い。しかし、政治的には非常に強い coalition

があります。支持率が非常に高い。なぜか。 

 では、どうしてそんなに豊かでない世帯が依然として支持するかというと、彼らも、少なくと
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も少しもらっています。少なくとも税を減らせることを感じる。それで所得が低い。ですから、

所得としての比例ではだいたい同じぐらいの感じがします。1～2％ぐらい。 

 そうすると、非常に恩恵を被っている人はそんなにたくさんいない。要するに非常に金持ちの

人が一番受けているのですが、皆、少なくとも少しもらっていますから、それを減らすのは全く

受け入れられない状況になりました。効率、あるいは社会の公平な面から見ればよくないと皆、

思うのです。私もそう思いますが、政治的にはなかなか解決できない。それが強い連立。誰でも

少しもらっている状況でしたら、そういう感じですね。 

 そうすると、民主党の場合は例えばある公共事業や農業に対する、あるいは中小企業に対する

部分を少し減らして、その金をもっと Universalistic でもないのですが、少なくとももともとあ

まり受益できなかった人のほうに回したら、我々は支持して、それで将来的には皆が好まない政

策でも、ある程度まで受け入れる状況になります。 

 ○ 全体として増税をするとしても、それに対する国民の支持を得るためには、その支出を賢

いものにしなければならないというのは、恐らくコンセンサスがあると思います。その関係で、

先ほど Particularistic と Programmatic ですか、これの違いについて少し突っ込んで伺いたい。 

 これはたぶん Noble さんの話だと、単に現状を説明するだけではなく、もっと積極的に

Programmatic のほうがいいというか、こっちに肯定的な評価だったように思えたのです。そう

すると、Particularistic と Programmatic というふうに、いろいろな政策を分けるような基準が

あるのかということになると思います。 

 例えば保育所を増やすとか、それに対し補助金を与えるとかというのも一応、特定事業に対す

る補助ではある。それは再生可能エネルギーの補助でもそうかもしれなくて、そういうものも、

いや、Programmatic なのだと言えるのか。つまり、Particularistic と Programmatic というの

は単に一般性の違いとか、そのぐらいの違いしかないのか。あるいは、もう少し概念的な基礎づ

けがあるのか。 

 例えば、そこでは経済学の外部性の問題があり、それに対処するのは一つの考え方ではあると

思うのですが、おっしゃったように本当の意味での公共財はほとんどない。国防でさえも微妙な

ぐらいで、他はほとんどないですから、それで説明できるかという問題もある。 

 さらに言うと、外部性という経済学の理論だけで押し通していくことが、本当に国民を納得さ

せることになるかどうかという問題もあると思います。その辺もう少し、あの政策は

Programmatic か Particularistic かを分ける基準が果たしてあるのかということを、お伺いした

い。 

 Noble 確かに非常に難しい。根本的に私は有罪だと思います。しかし、この領域の人は皆、
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有罪です。私一人の問題ではない（笑）。この領域を見ると、非常に難しい。全体としてはだいた

いわかる感じですが、どうもはっきりした基準がないのではないかと皆、思います。 

 支出はいつも非常に多くの側面を持っています。ある人にとっては非常に Particularistic、あ

る人にとってはそうでもない。分けるのがなかなか難しい。私はどうして納得できたか、少なく

とも個人としては納得できたかというと、全体的には非常にはっきりしたパターンがありました

し、私がわからなかった部分でも予測したら、確かにそのとおりになりました。 

 では、このパターンが本当だったら、public order に関する支出も増えたはずだと思いました。

それで、例えば警察、検事、刑務所の職員などが本当に増えたかというと、やはり増えた。ああ、

なるほどと感じました。 

 非常にはっきりした基準があるかどうかというと、ありません。しかし、私だけの問題ではな

い。皆、有罪です（笑）。外部性でも経済学の中では本当に測るのが難しいです。 

 ○○ 今の質問ですが、たぶんなぜこの概念がそんなに使われるかというと、選挙制度と関係

があります。 

 つまり、もし小選挙区制であれば、政府としては特定の選挙区に重点的に支出をする。選挙区

側からすれば、自分のところの負担が、もしかしたら他の選挙区に使われるかもしれない。とい

うことは、負担を下げよう。負担を下げたいし、特定のところに重点的に支払おうとする。そう

いう意味では、かなり不均等な支出になりがちである。 

 それに対し、例えば本当にリストの比例代表制だったら、そういう地域的な問題はないわけで

す。そうすると、コスト転嫁の問題はない。コスト転換はないとなると、先ほど○先生が言った

ような、ユニバーサルなかたちでの支出が可能ではないだろうか。 

 というので、小選挙区制の弊害のようなものをもし言いたかったら、もちろんそちらは

Particularistic だというので、なぜそういう弊害を乗り越えられるかというと、一つの回答は、

もし比例代表制だったら、いま言った転嫁の問題がない、より少ない。ということで、それをめ

ぐっての選挙区政治家の対立がないというので、まだこの概念が、抽象的に定義するのはものす

ごく難しいのですが、非常に有用性があることだと思います。 

 Noble 一つの点だけ取り上げたいと思いますが。私の選好で Particularistic が悪い、

Programmatic がいいという感じかというと、完全にそうでもないんです。要するに伝統的な自

民党、だいたい 2000 年までの自民党では先ほど○○さんが言ったように非常に大きな逸脱があ

ったから、それはやはり批判するしかない。しかし、例えば公共事業の GDP に対する比率はど

れぐらいあるべきか。それは意外に言いにくいです。 

 今の状況だと、もうだいたい良いのではないかと思いますし、もっと増やす必要があるかもし
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れません。わからないです。あるいは、社会保障の場合は全部、効率的なプログラムかというと、

そうでもない。安全保障や社会保障と言ったら、きれいな言葉をつけたら、何でもいいというわ

けではない。しかし、はっきりしたパターンがでてきたことは確かです。それを強調したい。 

 ○○ 何か場外乱闘で申し訳ないですが、今の概念がたぶん○先生の質問に答えるのにもある

程度大事なのは、つまり Universalistic な給付にすれば、国民は納得するのではないかという前

提は、租税も Universalistic でなければおかしいんです。 

 ということは、例えば暗黙のうちに消費税を念頭に置き、消費税だったら、実は逆進的だけれ

ども、皆にかかるのだから、皆にかかる分は皆に給付するということで、皆が納得するだろう。

別に拠出と給付の関係の対ということになると、社会保険制度だって何の問題もないわけです。

日本をぐちゃぐちゃにしてしまったら問題だけれども、普通の社会保険制度だったら、自分が払

った分だけもらえるのだから、いいじゃないかという話になってきて、別に Universalistic でな

くてもいい。だから、どういう取り方をするかにより、どういう給付により国民が納得するだろ

うかというのは、ある程度規定されるのではないかという気が一つはしています。 

 もう一つは、日本の場合は消費税値上げ問題といったら、ざっくり言って財政赤字を補填する

話であり、これから何か Universalistic に、Universalistic の中にはいま言ったように、誰でも

ある程度平等に支払っているから、平等に給付を受けられるという話ですよね。 

 そうすると Noble さんが言ったように、子ども手当のように所得制限は設けないという話にな

ってくると、かなりな支出が増加するというか、想定せざるを得ないことになってくる。それで、

いま増税で赤字を減らすことさえできないのに、ましてやある程度、何か中福祉中負担のような

ことを、政策について十分あることは知っているのですが、ほとんど夢物語ではないかという印

象を私は持っているのですが。 

 ○ ○○先生に質問したいのですが、少し前の Particularistic と Universalistic と選挙制度の

関係のことで、わからなかった。小選挙区制であると、やはり Particularistic になりやすい。比

例代表制になると、もう少し Universalistic になりやすい。そういう理論的な考えがあるという

のは非常によくわかります。 

 ただ、日本の現状を見てみると、小選挙区制は全然変わっていないわけで、それにもかかわら

ず自民党政権では Particularistic な財政配分があり、民主党になった途端、少し Universalistic

になったというのは、どういう原因が効いているのか。やはり民主党政権がそういうイデオロギ

ーを持っていたのかとか、その辺はどうなのかと思うのですが。 

 司会 すみません。それへの回答は後回しにして、もうひと方、質問の手が挙がっているので、

どうぞ。 
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 △ 自民党政権時代に道路特定財源制度が廃止になりました。もう 3 年たつのではないかと思

うのですが、ただ、暫定税率というのがあり、それは当分使うから、高い税金をかける。例えば

揮発油税などは通常の税率の倍に税金がかかっています。当然、これは道路に使わなくなれば、

その根拠がなくなるのでやめることになるはずですが、維持されているのではないでしょうか。 

 では、道路に使わないのに、なぜそういう課税をするのかという、その根拠づけ、それがたい

へん疑問です。国の財政状況を考えれば、それは維持するしかないと思うのですが、そうならば、

なぜそうなのかという理論武装をちゃんとして、税というのは政治の根幹ですから、国民の権利・

義務にかかわることですから、行われるべきだと思います。しかし、どうも新聞報道その他、い

ろいろなものを見ていても、一向にその議論は出てこないので、この機会に教えていただければ

と思い、質問させていただきました。 

 Noble 非常にいい質問だと思います。皆が考えている質問だと思います。しかし、おっしゃ

ったように国家としては収入が要るという側面もあり、例えば実は日本の財務省だけではなく、

guardians of the treasure、すべての財務省も同じですが、できるだけすべての税収を一つのつ

ぼ（pot）に入れるのが好きです。それで効率的、あるいは少なくとも彼らの判断によって分けら

れることがあります。 

 実際問題としては、日本だけではなく各国でもそうですが、いろいろな税があり、目的税と言

っても、目的によっては目的とあまり関係ない場合もあります。ですから、よくないとは思いま

すが、日本だけではないと思います。 

 それに税制状況がこんなに厳しくなったら、廃止すれば、別の税を設けなければならない。し

かし、人間は従来のものは不満を感じても、ある程度まで受け入れるのですが、新しいものに対

しては猛反発しますから、そういう状況になりました。 

 先ほどおっしゃったように、非常にたくさんの人が「これは目的税だから、もともとの目的と

は合わない」という考え方が確かにありました。他方では、途方もなく全く足りないときに、ど

うしてある税を廃止するかという問題にもなりました。例えば揮発油税の場合は外部効果もかな

りありますから、そういう立場から見ると、目的税はなかなか言いにくいのです。要するに自分

の目的で使っているから、道路などに使っているのですが、汚染や外部効果もありますから、そ

れを解決するためには別の資源、別のプログラムの資源になるはずではないかという考え方も可

能です。 

 しかし、根本的には momentum、慣性の問題だと思います。これがかなり大きい。最近 20 年

くらい、政治学でも経済学でも心理のものを入れ、もともと持っていたものを維持するのは結構

大事です。慣性が政治学にも結構大事な要素だと思います。これが一つの表れではないかと思い
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ました。 

 △ それで、この仕組みは維持されているわけですね。 

 Noble 結果としては。例えば当時は、もともとは自民党でしたね。 

 △ 福田政権。 

 Noble 福田首相の場合は一種の政治的な犠牲を払いましたが、しょうがないと思ったと思い

ます。しかし、国民、有権者に罰された。 

 司会 その前の○○さんに対する質問ですが、時間が来てしまいました。○○さんが小選挙区

なのか、中選挙区なのか、比例代表なのかということと、Particularism、Universalism の対比

をされたのですが、Margarita Estevez-Abe のスキームだと、そこに personal voting なのか、

party voting なのかというのが入っています。それで中選挙区で personal voting だったから、

日本の福祉は Particularism だったと整理され、それが party voting に変わってくると、それな

りの違いがある。 

 しかし、現状については、小選挙区で party voting になっているので、そこには Universalism

に近づく要素が強くなっているという整理だったと思うのですが、よろしいでしょうか。 

 ○○ それは全く今の選挙区制度の上にのった話です。Personal vote のデータを最初につく

ったのは(Joel W.) Johnson and (Jessica S.) Wallack ですが、選挙制度を前提に、より実証的に

するため、政党組織の集約を追加しています。実際には、その場合、この personal vote  指標

は、政党の類型化の指標に変質しています。 

 Noble 少しだけ言いたいのですが、新聞などを見ると大事なのは政権交代。それで、民主党

がいいかどうか。最近、悪いと皆、思うんです（笑）。しかし、政治学者から見れば、たぶん民主

党、自民党の間の差よりも 2000 年ぐらいまで、選挙改革まで、しかし、少し時差があります。

ラグがありましたが、2000 年くらいまでの状況と今との違いのほうが大きいと思います。 

 小泉さんの政策は伝統的な日本の自民党よりも、今の民主党に近いと思います。大きな変化は

選挙制度とその後の新しい政党制度の形成で、民主党、自民党の差よりもそちらのほうが大事だ

と私も思います。 

 それで、いま言ったような変化は橋本時代から始まった。97 年ぐらいから始まりました。そう

すると、私は特に民主党がいいか悪いかとは言っていません。しかし、今の選挙制度、政党制度、

政策制度は確かに 94 年か、2000 年ぐらいまでの制度とかなり違うということは言えるのではな

いかと思います。 

 司会 ありがとうございました。もう 1 点付け加えるとすれば、90 年代のコンクリートが異常

だったのではないかと思います。それは日米構造協議で、最初、430 兆円 10 年間でと約束して、
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その後、200 兆円積み増して 630 兆円とした。しかも、それを地方単独事業で大部分やらせたと

いうようなことが、現在の地方自治体の財政難に直結しているわけです。だから、そこでアメリ

カからのプレッシャーがなければ、ヨーロッパの国並みに公共事業を削ることも起こっていたか

もしれないというような感じはします。 

 Noble もう少し長い time frame で見ると、70 年代までは確かに非常に高かった。 

 司会 減っています。 

 Noble それで普通の国になるはずでしたが、アメリカのおかげでおっしゃったようにまた増

えてきました。それで、また低下してきました。 

 司会 すみません。司会がいろいろ余計なことを言いました。時間もきたので、ここで終わり

にさせていただければと思います。Noble さん、どうもありがとうございました。（拍手） 
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